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そ

ク事業の中
で、特に家

の

庭教育学級において、

他

市立幼稚園と連携して

　

、園児保護者と近隣の

】

幼児を持つ親を対象に

【

市立幼稚園５園で｢親

協

学び
学級｣を実施する

働

ことにより、生涯学習

：

を推進することができ

】

た。

Ａ：成果があがっ

目

た

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

多様な学習推進事業

社

類

会教育部　社会教育課

ハ01－100502－ ー020000 ○ ●

01

ド

基本目標１　　豊かな

ソ

心をはぐくみ、よろこ

フ

びとふれあいにあふれ

ト

たまち
総合計画の

02

根

②〈感性〉　　生涯学

拠

習や文化などを通じ、

法

豊かな感性をはぐくむ

令

位置付け
01 1 生涯

等

にわたる学習・スポー

対

ツ・レクリエーション

象

を楽しむ環境を充実す

・

る

社会教育法第２２条

受 市民

□ □ □ □

様々な世

益

代の市民が、学習・レ

者

クリエーション活動を

事

楽しむこ 生涯学習推進

業

のため、情報提供と公

期

民館での各種講座など

間

の学
とに喜びを感じ、

委

意欲をもって取り組ん

託

でいます。 習事業を実

、

施するとともに、家庭

協

教育学級では、幼稚園

働

保護者
と近隣の幼児を

【

持つ親を対象に市立幼

委

稚園で「親学び学級」

託

を
開催します。

各種講

：

座開催回数 回

－

1,5

3

00 1,550 1,6

セ

00

1,415

各種講

ク

座参加者数 人

－

38,

・

000 43,500 4

財

4,000

43,36

団

7

①：予定どおり

従来

企

からの共通４事業（家

業

庭教育学級、高齢者学

Ｎ

級、児童・生徒地域参

Ｐ

加事業、パソコン教室

Ｏ

）や自主事業、ブロッ
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位

座などの開各種講座な

施

どの開

催 催 催

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 12,9

貢

63 12,754 18

献

,411 0 0

0 0 12

高

,963 12,754

市

18,411 0 0

0.

民

00 0.00 70.4

満

1

0.00 0.00 1

足

0.60 10.60 1

度

0.60 0.00 0.

を

00

0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

め

00 0.00 0.00

る

0 0 88,945 88

方

,945 88,945

策

0 0

0 0 101,90

業

8 101,699 10

有

7,356 0 0

○ ● ○

効

○ ○ ○ ○

公民館の家庭

性

教育学級としては、幼

継

稚園のある地区に限定

続

せずに全市的に実施す

に

ることが望ましいこと

よ

から、平成２０年度か

る

ら
は全２５地区公民館

成

で幼児を持つ親を対象

果

に｢親学び｣に関する

向

講座を盛り込み、継続

上

して開催していく。ま

の

た、共通４事業のう
ち

可

、「パソコン教室」は

能

６年間開催して一定の

性

役割を果たしたことか

低

ら終了することとし、

そ

新たに２０年度以降は

の

「団塊の世代
教室」を

他

共通事業に位置づけて

事

推進していく。

「家庭

業

教育学級」及び「団塊

の

の世代教室」の充実に

目

努めていく。

多様な学

的

習機会の提供や自主的

､

な学習活動の支援など

対

、
地域における学習支

象

援を行うとともに、家

､

庭の教育力の
向上を図

内

るための支援などの充

容

実に努める。

分 高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 社会教育法第２０条

出

に規定されている公民

総

館の目的に向
●□ けて

合

、目的を達成するため

評

同法第２２条に掲げた

価

事業を

■ 行っており、

市

年々参加者も増加して

民

いることから、必要 ○

ニ

□ 性が高い。

□ 市民一

ー

人一人が生涯に渡り、

ズ

自主的に学習する様々

高

な機
●■ 会や場を提供

事

し、それを継続して行

業

うことが求められて

■

目

いる状況に対応するも

的

のであり、有効である

の

。 ○
□
■ 公民館主事の

達

職員が各公民館には配

成

置され、市民の学習
○

状

□ ニーズや地域性を考

況

慮した特色ある事業を

必

行っており、
●

■ 妥当

要

である。講座内容につ

性

いて更に検討する必要

市

がある
○

□ 。

□ 有料の

の

講師を依頼するばかり

関

でなく、公民館の講座

与

を受
●

■ 講したり、サ

の

ークルで活動している

必

方を講師として活用
○

要

□ することで、人材活

性

用及び経費削減を図っ

低

ている。
○

□

常に社会

事

情勢や市民ニーズに敏

そ

感に対応するような講

の

座を企画立案すること

他

が求められている。

各

上

種講座などの開各種講




